
第
４

０
項

 

第
４

１
項

 

規

則 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
八
十
三
号 

 
 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
埼
玉
県
規
則
第
四
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 

第
一
条
中
「
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
十
三
号
）
附

則
第
三
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
同
法
第
九
条
の

規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
（
平
成
二
十
年
法
律
第
二
十

五
号
）
」
を
削
る
。 

  

第
四
十
四
条
の
表
二
十
七
号
中
「
又
は
地
方
法
人
特
別
税
」
を
削
り
、
「
第
五
十
三
条
第
四
十 

 

二
項
」
を
「
第
五
十
三
条
第
六
十
項
」
に
改
め
、
同
表
二
十
七
の
二
号
中
「
第
五
十
三
条
第
四
十 

 

三
項
」
を
「
第
五
十
三
条
第
六
十
一
項
」
に
改
め
、
同
表
二
十
七
の
三
号
か
ら
二
十
七
の
六
号
ま 

 

で
の
規
定
、
二
十
八
の
五
号
及
び
二
十
八
の
六
号
中
「
又
は
地
方
法
人
特
別
税
」
を
削
り
、
同
表 

 

二
十
八
の
七
号
中
「
第
五
十
三
条
第
五
十
一
項
」
を
「
第
五
十
三
条
第
六
十
八
項
」
に
、
「
第
五 

 

十
三
条
第
五
十
七
項
」
を
「
第
五
十
三
条
第
七
十
四
項
」
に
改
め
、
同
表
二
十
八
の
八
号
中
「
第 

 

五
十
三
条
第
五
十
三
項
」
を
「
第
五
十
三
条
第
七
十
項
」
に
改
め
、
同
表
二
十
八
の
九
号
中
「
第 

 

五
十
三
条
第
五
十
六
項
」
を
「
第
五
十
三
条
第
七
十
三
項
」
に
改
め
、
同
表
八
十
一
号
か
ら
九
十 

 

号
ま
で
を
削
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を
削
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
二
中 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
三
か
ら
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
六
ま
で
の
規
定
中
「 

 
 

 
 

 

 

「
又

は
地

方
法

人
特

別
税

の
申

告
書

」
 

に
、 

第
4
0
項

 

第
4
1
項

 

 

又
は

地
方

法
 

 
 

 
 

 
 

 

「
第

５
９

項
」
 

第
４

０
項

 

第
４

１
項

 

第
４

２
項

 

第
５

９
項

 

第
６

０
項

 

 

「 

を 

０
条

」
 

」 

に
改
め
、 「

又
は

地
方

法
人

特
別

税
等

に
関

す
る

暫
定

措
置

法
第

１

条
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
中 

を 「
の

申
告

書
」

 



 
 

 
 

 
 

 
 

」
を
「 

 
 

 

」
に
改
め
、
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
削
る
。 

 
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
七
（
一
）
及
び
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
七
（
二
）
を
次
の
よ
う
に 

改
め
る
。 

人
特

別
税

の
申

告
書

 
 

 
 

又
は

地
方

法
人

特
別

税
等

に
関

す
る

暫
定

措
置

法
第

1
0
条

 
措

置
法

第
１

０
条

 

の
申

告
書

 
 

 
 



別記様式第二十七号の七（一） 

 

 

 所在地 

 

 法人名 

                           様 

 代表者氏名 

 

 法人の県民税・法人の事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税
更正
決定

 

 法人の事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税の
過少申告
不 申 告

重
加算金決定

通知書（納額告知書）
 
 

 

 

 

 

 

 

 次のとおり通知します。 

 なお、不足税額、加算金及び延滞金を指定納期限までに納付してください。 

 年  月  日  

 

 

 

 

 

埼玉県    県税事務所長 □印   

 県 税   納税番号    

 
事 業 年 度 

年  月  日から 

 年  月  日まで 

 申 告 基 準 日 年  月  日 

 申 告 納 付 

期 限 

県 民 税 年  月  日 

 事 業 税 年  月  日 

 確 定 申 告 書 提 出 年 月 日 年  月  日 

 修 正 申 告 書 提 出 年 月 日 年  月  日 

事         業         税  県    民    税 

摘           要 課税標準 税  率 税  額  （ 使 途 秘 匿 金 税 額 等 ） 

法 人 税 法 の 規 定 に よ つ て 計 算 し た 法 人 税 額 

（   円） 

円 

所 

得 

割 

所 得 金 額 総 額 円    

年 4 0 0 万 円 以 下 の 金 額  ／100 円  試 験 研 究 費 の 額 等 に 係 る 法 人 税額 の 特 別 控 除 額  

年400万円を超え年800万円以下の 
金額又は年400万円を超える金額 

 ／100   還 付 法 人 税 額 等 の 控 除 額  

年 8 0 0 万 円 を 超 え る 金 額  ／100   退 職 年 金 等 積 立 金 に 係 る 法 人 税 額  

計     課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額の総額 ア  

軽 減 税 率 不 適 用 法 人 の 金 額  ／100   ２以上の道府県に事務所又は事業所を有する法人にお
ける課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額

 イ 
 

価
値
割 

付
加 

付 加 価 値 額 総 額      

付 加 価 値 額  ／100   法 人 税 割 額          ア又はイ × 
 

  
100

  

資
本
割 

資 本 金 等 の 額 総 額     道 府 県 民 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額  

資 本 金 等 の 額  ／100   税 額 控 除 超 過 額 相 当 額 の 加 算 額  

収
入
割 

収 入 金 額 総 額     
外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額 

又 は 個 別 控 除 対 象 所 得 税 額 等 相 当 額 の 控 除 額 
 

収 入 金 額  ／100   
外 国 の 法 人 税 等 の 額 の 控 除 額  

仮 装 経 理 に 基 づ く 法 人 税 割 額 の 控 除 額  



  

合 計 事 業 税 額   差 引 法 人 税 割 額  

平 成 2 8 年 改 正 法 附 則 第 ５ 条 の 控 除 額   既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 法 人 税 割 額  

事 業 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額   租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 法 人 税 割 額 の 控 除 額  

仮 装 経 理 に 基 づ く 事 業 税 額 の 控 除 額   過 不 足 法 人 税 割 額  

差 引 事 業 税 額   均

等

割

額 

算定期間中において事務所等を有していた月数 ウ 月 

既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 事 業 税 額   
均 等 割 額           円 × 

ウ 12 
 

租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 事 業 税 額 の 控 除 額    

差 引 過 不 足 事 業 税 額   既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 均 等 割 額  

減少する事業税額のうち仮装経理に基づく過大申告の更正に伴い繰越控除される税額   過 不 足 均 等 割 額  

減少する事業税額のうち租税条約の実施に係る更正に伴い繰越控除される税額   過 不 足 県 民 税 額  

特 別 法 人 事 業 税 又 は 地 方 法 人 特 別 税  減少する法人税割額のうち仮装経理に基づく過大申告の更正に伴い繰越控除される税額  

摘             要 課税標準 税  率 税  額  減少する法人税割額のうち租税条約の実施に係る更正に伴い繰越控除される税額  

所得割に係る特別法人事業税額又は地方法人特別税額 円 ／100 円  分

割

基

準 

 

事    業    税 県 民 税 

収入割に係る特別法人事業税額又は地方法人特別税額  ／100   従業者の数・固定資

産 の 価 額 

事務所又は事業所の数、発電 

用固定資産の価額、軌道の延 

長キロメートル数      
従業者の数 

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額   

仮 装 経 理 に 基 づ く 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額 の 控 除 額   本 県    

差 引 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額   総 数    

既に納付の確定した当期分の特別法人事業税額又は地方法人特別税額        

租税条約の実施に係る特別法人事業税額又は地方法人特別税額の控除額        

差 引 過 不 足 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額        

減少する特別法人事業税額又は地方法人特別税額のうち仮装経理に基づく過大申告の更正に伴い繰越控除される税額        
減少する特別法人事業税額又は地方法人特別税額のうち租税条約の実施に係る更正に伴い繰越控除される税額        

過 少 （ 不 ） 申 告 加 算 金        

重 加 算 金        

延 滞 金 の 控 除 期 間 対 象 外 税 額       

県 民 税 全部適用・一部適用 年 月 日から  年 月 日まで        

事 業 税 
特 別 税 

全部適用・一部適用 年 月 日から  年 月 日まで        

指 定 納 期 限 年  月  日       

更 正 、 決 定 又 は 加 算 金 決 定 の 理 由        

 注意 この通知書に記載された事項について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日から起算して３か月以内に埼玉県知事に対して審査請求をすることができます。この場合、 
     審査請求書（正副２通）はなるべく県税事務所を経由して提出してください。処分の取消しの訴えは、当該審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、埼玉 
     県を被告として（埼玉県知事が被告の代表者となります。）提起することができます。 

 なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決が 
 ないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないで 
 も処分の取消しの訴えを提起することができます。 



別記様式第二十七号の七（二） 

 

 

  

 所在地 

 

 法人名 

                           様 

 代表者氏名 

 

 法人の県民税・法人の事業税・特別法人事業税の
更正

決定
 

 法人の事業税・特別法人事業税の

過少申告

不 申 告

重

加算金決定
通知書（納額告知書）

 

 年  月  日  

 

 

 

 

 

埼玉県    県税事務所長 □印  

       県 税  納税番号  

       
事 業 年 度 

年  月  日から 

       年  月  日まで 

       申 告 基 準 日 年  月  日 

 次のとおり通知します。 

 なお、不足税額、加算金及び延滞金を指定納期限までに納付してください。 

 申 告 納 付 

期 限 

県 民 税 年  月  日 

 事 業 税 年  月  日 

 確 定 申 告 書 提 出 年 月 日 年  月  日 

       修 正 申 告 書 提 出 年 月 日 年  月  日 

事        業        税  県    民    税 

摘          要 課税標準 税  率 税  額  （ 使 途 秘 匿 金 税 額 等 ） 

法 人 税 法 の 規 定 に よ つ て 計 算 し た 法 人 税 額 

（    円） 

円 第

一

号

に

掲

げ

る

事

業 

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項 

所
得
割 

所 得 金 額 総 額 円    

年 4 0 0 万 円 以 下 の 金 額  ／100 円  試 験 研 究 費 の 額 等 に 係 る 法 人 税 額 の 特 別 控 除 額  

年 4 0 0 万 円 を 超 え 年 8 0 0 万 円 以 下 の 
金 額 又 は 年 4 0 0 万 円 を 超 え る 金 額  ／100   還 付 法 人 税 額 等 の 控 除 額  

年 8 0 0 万 円 を 超 え る 金 額  ／100   退 職 年 金 等 積 立 金 に 係 る 法 人 税 額  

計     課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額の総額 ア  

軽 減 税 率 不 適 用 法 人 の 金 額  ／100   ２以上の道府県に事務所又は事業所を有する法人にお

ける課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額 
イ  

価
値
割 

付
加 

付 加 価 値 額 総 額     

付 加 価 値 額  ／100   法 人 税 割 額                             ア又はイ ×    100   

資
本
割 

資 本 金 等 の 額 総 額     道 府 県 民 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額  

資 本 金 等 の 額  ／100   税 額 控 除 超 過 額 相 当 額 の 加 算 額 

 

 

掲

げ

る

事

業 

項

第

二

号

に 

条

の

二

第

一 

法

第

七

十

二 

収
入
割 

収 入 金 額 総 額     

外 国 関 係 会 社 等 に 係 る 控 除 対 象 所 得 税 額 等 相 当 額 

又 は 個 別 控 除 対 象 所 得 税 額 等 相 当 額 の 控 除 額 
 

外 国 の 法 人 税 等 の 額 の 控 除 額  

収 入 金 額  ／100   仮 装 経 理 に 基 づ く 法 人 税 割 額 の 控 除 額  

 



第

三

号

に

掲

げ

る

事

業 

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項 

所
得
割 

所 得 金 額 総 額    
 差 引 法 人 税 割 額  

 既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 法 人 税 割 額  

所 得 金 額  ／100  
 租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 法 人 税 割 額 の 控 除 額  

 過 不 足 法 人 税 割 額  

価
値
割 

付
加 

付 加 価 値 額 総 額    

 均

等

割

額 

算 定 期 間 中 に お い て 事 務 所 等 を 有 し て い た 月 数  ウ 月 

 均  等  割  額 円 × ウ 12  

付 加 価 値 額  ／100  
 既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 均 等 割 額  

 過 不 足 均 等 割 額  

資
本
割 

資 本 金 等 の 額 総 額    
 過 不 足 県 民 税 額  

 減少する法人税割額のうち仮装経理に基づく過大申告の更正に伴い繰越控除される税額  

資 本 金 等 の 額 
 

／100  
 減少する法人税割額のうち租税条約の実施に係る更正に伴い繰越控除される税額  

  分

割

基

準 

 
事 業 税 県 民 税 

収
入
割 

収 入 金 額 総 額    
 従業者の数・固定資産の価額 事務所又は事業所の数、発電用固定資産

の価額、軌道の延長キロメートル数 
従 業 者 の 数 

 本 県    

収 入 金 額  ／100   総 数    

合 計 事 業 税 額   仮 装 経 理 に 基 づ く 特 別 法 人 事 業 税 額 の 控 除 額  

事 業 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額   差 引 特 別 法 人 事 業 税 額  

仮 装 経 理 に 基 づ く 事 業 税 額 の 控 除 額   既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 特 別 法 人 事 業 税 額  

差 引 事 業 税 額   租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 特 別 法 人 事 業 税 額  

既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 事 業 税 額   差 引 過 不 足 特 別 法 人 事 業 税 額  

租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 事 業 税 額 の 控 除 額   減少する特別法人事業税額のうち仮装経理に基づく過大申告の更正に伴い繰越控除される税額  

差 引 過 不 足 事 業 税 額   減少する特別法人事業税額のうち租税条約の実施に係る更正に伴い繰越控除される税額  

減少する事業税額のうち仮装経理に基づく過大申告の更正に伴い繰越控除される税額   過 少 （ 不 ） 申 告 加 算 金  

減 少 す る 事 業 税 額 の う ち 租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 更 正 に 伴 い 繰 越 控 除 さ れ る 税 額   重 加 算 金  

特   別   法   人   事   業   税  延 滞 金 の 控 除 期 間 対 象 外 税 額 

摘           要 課税標準 税  率 税  額  県民税 全部適用・一部適用 年 月 日から  年 月 日まで  

法第72条の２第１項第１号に掲げる事業の所得割に係る特別法人事業税額 円 ／100 円  事業税 

特別税 
全部適用・一部適用 年 月 日から  年 月 日まで  

法第72条の２第１項第２号に掲げる事業の収入割に係る特別法人事業税額  ／100   

法第72条の２第１項第３号に掲げる事業の収入割に係る特別法人事業税額  ／100   指 定 納 期 限 年  月  日 

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額   更正、決定又は加算金決定の理由  

注意 この通知書に記載された事項について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日から起算して３か月以内に埼玉県知事に対して審査請求をすることができます。この場合、審

査請求書（正副２通）はなるべく県税事務所を経由して提出してください。処分の取消しの訴えは、当該審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、埼玉県

を被告として（埼玉県知事が被告の代表者となります。）提起することができます。 

なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決が

ないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないで

も処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 



 

別
記
様
式
第
二
十
八
号
の
五
及
び
別
記
様
式
第
二
十
八
号
の
六
中
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」
を
「 
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に
改
め
、
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」
を
削
る
。 

 

別
記
様
式
第
二
十
八
号
の
七
中
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を
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に
、
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に
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別
記
様
式
第
二
十
八
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の
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」
に
改
め

る
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別
記
様
式
第
六
十
五
号
の
五
か
ら
別
記
様
式
第
六
十
六
号
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
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．
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又
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附 

則 
１ 
こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該

各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。 

  

一 

第
四
十
四
条
の
表
八
十
一
号
か
ら
九
十
号
ま
で
を
削
る
改
正
規
定
及
び
別
記
様
式
第
八
十 

  
 

一
号
か
ら
別
記
様
式
第
九
十
号
ま
で
を
削
る
改
正
規
定 

令
和
四
年
一
月
一
日 

  

二 

第
四
十
四
条
の
表
二
十
七
号
の
改
正
規
定
（
「
第
五
十
三
条
第
四
十
二
項
」
を
「
第
五
十 

  
 

三
条
第
六
十
項
」
に
改
め
る
改
正
規
定
に
限
る
。
）
、
同
表
二
十
七
の
二
号
の
改
正
規
定
、 

  
 

同
表
二
十
八
の
七
号
の
改
正
規
定
、
同
表
二
十
八
の
八
号
の
改
正
規
定
及
び
同
表
二
十
八
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に
改
め
る
改
正
規
定
に
限
る
。
）
、
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
二
の
改
正
規
定
、
別

記
様
式
第
二
十
七
号
の
七
（
一
）
の
改
正
規
定
、
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
七
（
二
）
の
改

正
規
定
、
別
記
様
式
第
二
十
八
号
の
七
の
改
正
規
定
、
別
記
様
式
第
二
十
八
号
の
九
の
改
正

規
定
、
別
記
様
式
第
六
十
五
号
の
五
か
ら
別
記
様
式
第
六
十
六
号
ま
で
の
改
正
規
定
及
び
別

記
様
式
第
七
十
四
号
の
四
の
改
正
規
定 

令
和
四
年
四
月
一
日 

２ 

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当

分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
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九
号
の
改
正
規
定
並
び
に
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
改
正
規
定
（ 

第
４

０
項

 

第
４

１
項

 

を 「
第

５
 

 

９
項

」
 


